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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第10期
第１四半期
連結累計期間

第９期

会計期間
自  平成25年１月１日
至  平成25年３月31日

自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日

売上高 (千円) 693,407 2,809,517

経常利益 (千円) 40,667 180,272

四半期(当期)純利益 (千円) 18,686 102,652

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 19,854 103,719

純資産額 (千円) 755,400 735,545

総資産額 (千円) 1,222,493 997,928

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 4.42 25.39

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 4.18 23.81

自己資本比率 (％) 61.8 73.7

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、第９期第１四半期連結累計期間においては四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、第９期第

１四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

４．当社は、平成25年１月１日付けで株式１株につき３株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

　
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループのサービスへの需要の増加および多様化に対応

した事業強化及び体制強化を図るため、既存事業である営業支援事業、流通支援事業を行う株式会社ラウン

ドパワーを新規に設立し、連結子会社としております。

この結果、平成25年３月31日現在では、当社グループは、当社及び子会社３社により構成されることにな

りました。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の

有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、政権交代以降、各種経済対策・金融政策の実施を

背景に、景気回復への兆しが見えつつある一方、雇用情勢には依然として厳しさが残り、未だ緩やかなデ

フレ状況にあるなど、先行きには引き続き注意が必要な状況でありました。

このような経済状況の中、当社グループの主な事業領域である消費財メーカー等への営業支援の分野

及び流通業者等への覆面調査を提供する流通支援の分野では、販売促進のための店舗店頭の改善と強化

が重視される傾向が強く見られ、また、効率化や省力化のためのアウトソーシングのニーズも高まりまし

た。

当社グループでは、このような事業環境に対応して既存顧客からの受注拡大と新規顧客獲得のための

提案活動に注力したことにより、営業支援事業及び流通支援事業ともに顧客基盤と収益の拡大を実現い

たしました。海外においては、ＡＳＥＡＮ地域への事業展開を推進し、現地で展開する企業への覆面調査

導入のコンサルティングサービスの実績を構築することができました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は、693,407千円、営業利益は41,420千円、経常

利益は40,667千円、四半期純利益は18,686千円となりました。

　
　セグメントの業績は次のとおりであります。

（営業支援事業）

営業支援事業におきましては、提案営業活動の推進により各メーカーが実施するキャンペーンや新

商品の発売に合わせたリアルショップサポートサービス及び推奨販売サービスの新規受注が拡大いた

しました。この結果、売上高は335,357千円、セグメント利益は67,616千円となりました。

（流通支援事業）

流通支援事業におきましては、これまでの覆面調査の多業種多業態での実績が提案営業における信

用力の向上として現れ、地方銀行の店舗調査や郵政事業の調査等の新規受注が増加したほか、登録ス

タッフ「メディアクルー」の増員や質の向上を活用した難易度の高いコンプライアンス調査サービス

の新規取引を獲得いたしました。この結果、売上高は166,976千円、セグメント利益は81,366千円となり

ました。
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（ＡＳＰ事業）

ＡＳＰ事業におきましては、既存顧客からのカスタマイズの受注に加え、代理店へのシステム提供等

を実現しました。この結果、売上高は13,908千円、セグメント利益は1,862千円となりました。

（ストア事業）

ストア事業におきましては、サービス・クオリティ・クレンリネスの徹底、季節商材の注力を通じ

て、日商力の向上に取り組んだ結果、売上高は177,164千円、セグメント利益は1,152千円となりました。

　
(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比べ224,564千円増加し、

1,222,493千円となりました。

流動資産は、前連結会計年度末と比べ217,948千円増加し、1,086,264千円となりました。これは現金及

び預金の増加204,641千円、受取手形及び売掛金の増加19,754千円等によるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末と比べ6,616千円増加し、136,228千円となりました。これは主に投資そ

の他の資産の増加10,297千円等によるものであります。

当第１四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末と比べ204,710千円増加し、467,092千

円となりました。

　流動負債は、前連結会計年度末と比べ204,098千円増加し、459,636千円となりました。これは未払法人税

等の減少33,579千円、短期借入金の増加250,000千円等によるものであります。

　固定負債は、前連結会計年度末と比べ611千円増加し、7,455千円となりました。これは資産除去債務の増

加620千円等によるものであります。

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度と比べ19,855千円増加し、755,400千

円となりました。これは主に利益剰余金の増加18,686千円等によるものであります。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

　

　

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成25年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年５月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,224,000 4,224,000
東京証券取引所
(マザーズ)

単元株式数は100株であ
ります。

計 4,224,000 4,224,000― ―

(注)  提出日現在発行数には、平成25年４月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年１月１日（注） 2,816,0004,224,000 ― 283,728 ― 273,728

（注）平成24年12月31日の株主名簿に記録された株主に対し、所有株式数を１株につき３株の割合をもって分割いたし

ました。
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  1,407,700 14,077
権利内容に何ら限定の無い当社の標
準となる株式であり、単元株式数は
100株であります。

単元未満株式 普通株式 　　 　300 ― ―

発行済株式総数 1,408,000 ― ―

総株主の議決権 ― 14,077 ―

（注）当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成24年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません。　

　
２ 【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

なお、当社は、第１四半期の業績開示を当連結会計年度より行っているため、前年同四半期との比較情報

は記載しておりません。

　
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成25年１月１日

から平成25年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年１月１日から平成25年３月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 579,137 783,779

受取手形及び売掛金 224,194 243,949

商品 14,216 26,186

仕掛品 32,773 19,956

貯蔵品 105 382

その他 19,174 13,516

貸倒引当金 △1,285 △1,506

流動資産合計 868,316 1,086,264

固定資産

有形固定資産 23,633 23,664

無形固定資産 44,808 41,097

投資その他の資産 61,170 71,467

固定資産合計 129,612 136,228

資産合計 997,928 1,222,493

負債の部

流動負債

買掛金 9,857 10,545

未払金 97,138 109,090

短期借入金 － 250,000

未払法人税等 52,195 18,615

引当金 1,182 1,125

その他 95,164 70,259

流動負債合計 255,538 459,636

固定負債

資産除去債務 4,761 5,382

その他 2,082 2,073

固定負債合計 6,844 7,455

負債合計 262,382 467,092

純資産の部

株主資本

資本金 283,728 283,728

資本剰余金 273,728 273,728

利益剰余金 177,023 195,709

株主資本合計 734,479 753,165

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 46 67

為替換算調整勘定 1,020 2,167

その他の包括利益累計額合計 1,066 2,234

純資産合計 735,545 755,400

負債純資産合計 997,928 1,222,493
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年３月31日)

売上高 693,407

売上原価 432,678

売上総利益 260,728

販売費及び一般管理費 219,308

営業利益 41,420

営業外収益

受取利息 222

消費税等調整額 172

その他 33

営業外収益合計 429

営業外費用

支払利息 84

為替差損 796

その他 300

営業外費用合計 1,182

経常利益 40,667

特別損失

固定資産除却損 1,093

特別損失合計 1,093

税金等調整前四半期純利益 39,573

法人税、住民税及び事業税 17,189

法人税等調整額 3,697

法人税等合計 20,886

少数株主損益調整前四半期純利益 18,686

四半期純利益 18,686
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 18,686

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 21

為替換算調整勘定 1,146

その他の包括利益合計 1,167

四半期包括利益 19,854

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 19,854

少数株主に係る四半期包括利益 －
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、株式会社ラウンドパワーを新たに設立したため、連結の範囲に含めて

おります。

　
【会計方針の変更等】

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成25年１月１

日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。

　なお、これによる当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と当座貸越契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当連結会計年度の借入未実行残高は次のとおりであります。
　

　
前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年３月31日)

当座貸越極度額の総額 250,000千円 950,000千円

借入実行残高 ― 250,000千円

差引額 250,000千円 700,000千円

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。
　

 当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
至 平成25年３月31日)

　減価償却費              　　6,042千円

　

　 (株主資本等関係)

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自 平成25年１月１日　至 平成25年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

営業支援
事業

流通支援
事業

ASP事業
ストア
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 335,357166,97613,908177,164693,407 ― 693,407

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 335,357166,97613,908177,164693,407 ― 693,407

セグメント利益 67,61681,366 1,862 1,152151,998△110,57741,420

(注) １．セグメント利益の調整額△110,577千円は、各報告セグメントに配賦していない全社費用であり、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
当第１四半期連結累計期間
(自  平成25年１月１日
至  平成25年３月31日)

（1）１株当たり四半期純利益金額 4円42銭

（算定上の基礎） 　

  四半期純利益金額(千円) 18,686

  普通株主に帰属しない金額(千円) ―

  普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 18,686

  普通株式の期中平均株式数(千株) 4,224

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 4円18銭

（算定上の基礎） 　

　四半期純利益調整額(千円) ―

　普通株式増加数（千株） 242

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

―

（注）当社は、平成25年１月１日付けで普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。

　

　
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年５月14日

株式会社メディアフラッグ

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    尾    関          純    ㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    阿    部          博    ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社メディアフラッグの平成25年１月１日から平成25年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計

期間(平成25年１月１日から平成25年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年１月１日から平
成25年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メディアフラッグ及び連結子会社の
平成25年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表
示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２.四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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